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地域在宅高齢者の介護予防推進ボランティア活動と

社会・身体的健康および QOL との関係
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目的 本研究は，高齢者の介護予防推進ボランティアへの参加による社会・身体的健康および

QOL への影響について，1 年間の縦断データをもとに一般の高齢者との比較によって明ら

かにすることを目的とした。

方法 初回調査は，2003年に宮城県の農村部に在住する高齢者（70～84歳）を対象として行われ

た。初回調査に参加した1,503人の中から介護予防推進ボランティアの募集を行った。その

結果，77人がボランティアリーダーに登録した。一年後，ボランティア活動による影響を明

らかにするために，追跡調査をした。最終的に，介護予防推進ボランティア参加者69人と一

般高齢者1,207人を分析対象者とした。ボランティア活動の社会・身体的健康指標および

QOL 指標への影響については，ボランティア活動状況を説明変数，社会・身体的健康指標

および QOL 指標を目的変数とするロジスティック回帰分析を用いて分析した。

結果 ボランティア参加者に比べ一般高齢者は，知的能動性（OR： 4.51， 95％CI：
1.60–12.74），社会的役割（OR：2.85，95％CI：1.11–7.27），日常生活動作に対する自己効

力感（OR：4.58，95％CI：1.11–18.88），経済的ゆとり満足度（OR：2.83，95％CI：
1.11–7.21），近所との交流頻度（OR：3.62，95％CI：1.29–10.16）の項目において有意に低

下することが示された。

結論 高齢者の介護予防推進ボランティア活動への参加は，一般高齢者に比べ高次の生活機能や

ソーシャルネットワークの低下を抑制することが示唆された。

Key words：地域在宅高齢者，ボランティア，介護予防，高次生活機能，ソーシャル・ネット
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Ⅰ 緒 言

平均寿命の延伸に伴い，要介護・要支援の高齢

者が急激に増加することが予想されるわが国にお

いては，保健福祉領域におけるマンパワーや福祉

施設の確保とともに，介護予防についての保健福

祉事業が重要となってきている。近年の介護予防

事業は，運動器の機能，栄養，認知症，抑うつ，

閉じこもり，口腔ケア等を中心とした取り組みが

なされてきている。しかしながら，これらの事業

の取り組みの多くが自発的な参加希望者を募った

健康教室型の介入であり，その効果は地域在宅高

齢者の一部にしか波及していない現状がある。こ

のような背景をもとに，芳賀ら1)は高齢者の介護

予防推進ボランティアを中心とした地域全体での

介護予防事業を展開してきている。

平成12年度より開始されているゴールドプラン

21は，介護サービス基盤の整備に加え，健康増進
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や生きがい支援活動，介護予防等を含めて展開さ

れている。またこのプランにおいては，高齢者が

健康で生きがいをもって社会参加することや，住

民相互に支え合う地域社会づくりを勧めることを

基本的な目標としている。このような目標に対し

て，芳賀ら1)が推進している高齢者の介護予防推

進ボランティアを中心とした地域全体での介護予

防事業は，まさしく高齢者の「社会参加」や「住

民相互に支えあう地域社会づくり」を中心に展開

するものである。また，これらの活動が地域在宅

高齢者の転倒率の低下に寄与する傾向にあること

が報告1)されており，その成果は，行政の保健福

祉施策に反映できるものと考えられる。

「住民相互の支え合い」すなわちソーシャルサ

ポートと定義される社会的支援は，従来から多く

の研究成果が発表されている。高齢者のソーシャ

ルサポートに関する研究の多くは，社会的支援の

「受領」に関する研究2～5)が多く，高齢者を社会

的支援が必要な弱者として位置づける傾向が強か

った6)。その一方で，高齢者のソーシャルサポー

トの他者への「提供」の意味合いを含むボランテ

ィア活動が，セルフエフェカシー7)，健康度自己

評価8～11)，抑うつ8,10,12～14)，ADL・IADL などの

生活機能10,11,15)，生命予後11,16～18)，生活満足度や

QOL8,9,19)に関係することが報告されている。し

かしながら，ボランティアに参加する高齢者は，

不参加者に比べて健康度が高いというセレクショ

ン・バイアスがあることが指摘12,13)されている。

そのため，観察型の研究ではこれらの因果関係を

明らかにすることはできない。そこで，近年にな

りこのような観察型の研究成果を介入研究によっ

て明らかにしようとする試みがされてきている。

芳賀ら20)は宮城県の農村地区において，高齢者の

介護予防推進ボランティアを中心とする転倒予防

事業を2000年から展開している。その結果，その

活動に参加した推進ボランティアにおいては，体

力の改善や拡張期血圧が低下するなどの身体への

好影響も確認されており，地域における介護予防

推進ボランティアの活動が自らの健康の維持・増

進に意義あることが示されている。しかし，この

介入研究では，比較対照群が設定されていなかっ

たため十分な評価がされていないという課題が残

されている。一方で米国において，Fried et al21)

は小学生への読み聞かせを中心とした世代間交流

による高齢者のボランティア活動に関する無作為

割付介入研究を行い，その結果，心理的健康度や

身体的活動量などの向上を報告してきている。ま

た，日本国内では，藤原ら22)が，子供への絵本の

読み聞かせを中心とするボランティア活動が対照

群に比べソーシャルネットワークや健康度自己評

価，握力の維持・向上に影響することを報告して

いる。これらの先行研究では知的なボランティア

活動や世代間交流を主とした介入であり，本研究

の同世代間の交流や体力を媒体としたボランティ

ア活動が従来の先行研究同様に，高齢者の健康や

QOL に影響するのか明らかにされていない。ま

た，これらの研究の成果の一部は，社会・文化的

背景が異なる国での研究であり，その結果をその

まま我が国の介護予防事業のおける高齢者のボラ

ンティア研究の成果につなげることはできない。

そこで本研究では，7 か月間の介入データをも

とに高齢者の介護予防推進ボランティアへの参加

による参加者自身の社会・身体的健康および

QOL への影響について，ボランティア参加者と

不参加者（以下，一般高齢者と略）との比較によ

り明らかにすることを目的とした。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 介護予防推進ボランティアの募集

2003年度より宮城県米山町（現登米市）では，

70～84歳の高齢者を対象に介護予防事業を開始し

た。介護予防事業は，介護予防健診に始まり，そ

の健診データをもとに介護予防事業への対象者を

特定し，介護予防教室等を実施した。この介護予

防事業においては，先行研究1)をもとに高齢者の

介護予防推進ボランティアをコミュニティーベー

スの介護予防事業の中心的な存在として位置づ

け，事業を展開した。

介護予防推進ボランティアの募集は，2003年12

月に37行政区の集会場で開催された調査報告会と

町の広報誌により，町内の高齢者に向けて行われ

た（図 1）。このボランティアは無償の活動とし

た。これらの募集に対して，各行政区より104人

がボランティア研修会に参加した。このうち70歳

以上の高齢者は77人であった。

2. 初回調査と追跡調査の方法および分析対象

者の選定

調査は宮城県の北部に位置する米山町（現在の



751

図１ 調査および介入の流れ
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登米市）で2003年（初回調査）2004年（追跡調査）

の 2 回実施した。米山町は，農業を中心とする人

口11,235人（2003年 8 月 1 日現在）の農村地区で

ある。住民台帳に基づく70～84歳の高齢者は

1,867人であった。初回調査対象者は，このうち

介護保険の要支援・要介護認定者を除く1,709人

である。初回調査は，2003年 8 月18日から23日に

かけて調査対象者を会場に召集し，面接聞き取り

調査と体力測定を実施した。会場調査に参加でき

なかった対象者に対しては，9 月から10月にかけ

て調査員が戸別訪問により面接聞き取り調査を実

施した。その結果，1,688人に対して調査を実施

した。このうち有効回答は1,503人（有効回答率

89.0％）であった。なお，未調査の理由は，拒否

123人，入院・入所28人，長期不在10人，痴呆 3

人，死亡 3 人，その他18人であった。追跡調査は，

2004年の 8 月～10月にかけて実施した。最終的

に，継続調査を受けたのは，1,302人（追跡率

86.6％）であった。

調査内容は，基本属性として，性，年齢，就学

年数を取り上げた。介護予防推進ボランティア参

加による社会，身体的健康指標および QOL 指標

への影響に関する評価は，社会的変数として交流

頻度（友人，近所）および外出頻度，身体的健康

および QOL 変数として健康度自己評価，日常生

活動作に対する自己効力感23)，老研式活動能力指

標24)（手段的自立，知的能動性および社会的役

割），生活体力25)（Motor Fitness Scale），QOL 尺

度26)（生活活動力，健康満足感，人的サポート満

足度，経済的ゆとり満足度，精神的健康，精神的

活力），食品摂取頻度27)を取り上げた。交流頻度

は，「全くない」から「週 2 回以上」までの 6 件

法により聞き取りを行い，点数化（0–5 点）して

分析に用いた。同様に外出頻度は「外出しない」，

「月に 2 から 4 回」，「週に 1 回以上」の 3 件法に

より質問し，点数化（0–2 点）した。健康度自己

評価は，「健康でない」から「非常に健康」の 4

件法により調査を行い，「0 点：健康でない・あ

まり健康でない」と「1 点：健康な方・非常に健

康」の 2 分類にし，分析に用いた。

面接調査は，保健福祉を専攻する学生と現地の

食生活改善推進員の約30人により実施された。面

接の信頼性を高めるために，調査員には事前に調

査内容の説明と調査方法の訓練が行われた。面接

調査対象者への倫理的な配慮として，対象者へ調

査の趣旨を十分に説明し，書面にて同意が得られ

たことを確認した上で調査を実施した。なお，同

意が得られなかった場合は，その時点で調査を打

ち切るように配慮した。

3. 分析対象者の選定

図 1 で示すように分析では，追跡調査が完了し

た1,302人のうち，介護予防推進ボランティア活

動開始後にボランティア活動から脱退した 2 人

と，途中からボランティア活動に参加した24人を
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表１ 分析対象者の基本属性の比較

ボランティア
参加者
(n＝69)

一般高齢者
(n＝1,207) P-value

性別

男性 51(73.9％) 445(36.9％) ＜.001
女性 18(26.1％) 762(63.1％)

年齢 73.04±2.63 75.53±3.95 ＜.001
70～74歳 50(72.5％) 549(45.5％) ＜.001
75～84歳 19(27.5％) 658(54.5％)

就学年数 8.90±1.78 7.96±2.00 ＜.001
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除外した1,276人（ボランティア69人，その他一

般高齢者1,207人）を分析対象者とした。

4. ボランティア活動の内容

介護予防推進ボランティアの活動は芳賀ら1)の

研究をもとに，介護予防推進ボランティア，行政

スタッフ，大学スタッフの協同により行われた。

活動の具体的な内容は，◯１運動・レクリエーショ

ン，健康講演，茶話会を中心とした 3 回の研修会

およびそれ以降月 1 回の定例会，◯２転倒ハイリス

ク高齢者を対象とした転倒予防教室（2～6 月ま

での計 9 回）における世話係，◯３各行政地区の集

会所を利用したミニ・ディサービス（月 1～4 回

開催，1 回 2 時間）の運営と体操指導などであ

る。研修会および定例会では，介護予防に関する

知識と実践の習得を目的とした講話を大学スタッ

フが行った。また，ボランティア参加者には，こ

の活動を通して自己の体力の維持・向上を目的と

していることを理解してもらうために体力測定を

行い，ボランティア活動による体力の好影響を理

解できるようにした。さらに，ボランティア参加

者には，緑色のジャンパーと活動資料を整理する

ためのファイルおよび名札が配布された。このよ

うな活動支援をした上で，推進ボランティアは，

地区での介護予防事業に参加した。転倒ハイリス

ク者を対象とした転倒予防教室では，転倒ハイリ

スク高齢者の運動などのサポート役を担ってもら

った。これに参加することにより，各行政区にお

いて推進ボランティアが中心となって行うミニ・

ディサービスでの参加高齢者への対応方法を学ぶ

機会とした。その上で，各行政地区における推進

ボランティアを中心とする介護予防教室が開催さ

れた。なお，定例会では，新たな知識や技術を習

得するとともに，各地区での活動を通しての課題

などを推進ボランティア，行政，研究者のそれぞ

れの立場から検討し，問題解決を図るように努

めた。

実際のボランティア活動は，2004年の 1 月から

の研修会に始まり，追跡調査が行われるまでの 7

か月間であった。

5. 分析の方法

分析は，初回調査から追跡調査までのそれぞれ

の従属変数の値の変化を求め，「低下」，「維持」，

「向上」に 3 分類し，その割合を記述した。さら

にこれらの分類を「低下」と「維持・向上」に分

類し，x2 検定により変化の検定を行った。その

上で，統計的に有意（P＜0.05）な項目について

は，ボランティア活動の有無を説明変数，それぞ

れの社会・身体的健康および QOL 指標を目的変

数とする多重ロジスティック回帰分析を行った。

なお介護予防推進ボランティアは一般高齢者に比

べて社会・身体的健康や QOL においても良好で

あるため28)，従属変数の初回調査時の値が介入終

了時の値に影響することが推測される。そこで本

研究では，それぞれの従属変数の初回調査時の値

と基本属性（性別，年齢，就学年数）を制御変数

として分析に用いた。

分析は，統計解析ソフトとして SPSS Ver11.0

を使用した。

Ⅲ 研 究 結 果

表 1 は，分析対象者の基本属性を示している。

性別においては，男性の割合が一般高齢者

（36.9％）よりボランティア群（73.9％）におい

て有意に多いことが分かる。年齢では，ボランテ

ィア群の73.04歳に対し，一般高齢者は75.53歳で

あった。また，ボランティア群は一般高齢者に比

べて，70歳から74歳の前期高齢者の割合が有意に

高かった。就学年数は，一般高齢者（7.96年）に

比べてボランティア参加者（8.90年）が有意に長

かった。

表 2 は，初回調査時におけるボランティア群と

一般高齢者の身体・社会的健康および QOL 指標

の比較をした結果を示している。その結果，日常

生活動作に対する自己効力感（P＜0.001），老研

式活動能力指標の手段的自立（P＜0.001），知的

能動性（P＜0.001）と社会的役割（P＜0.001），
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表２ 初回調査時の介護予防推進ボランティアへの参加状況別の身体・社会的健康および QOL 指標の比較

ボランティア参加者
(n＝69)

一般高齢者
(n＝1,207) P-value

mean SD mean SD
健康度自己評価（0–1 点) 0.73±0.45 0.85±0.36 .040
日常生活動作に対する自己効力感（0–6 点) 5.93±0.26 5.59±0.97 ＜.001
老研式活動能力指標

手段的自立（0–5 点) 4.91±0.28 4.54±1.02 ＜.001
知的能動性（0–4 点) 3.77±0.49 3.18±0.98 ＜.001
社会的役割（0–4 点) 3.88±0.44 3.47±0.87 ＜.001

生活体力（0–14点) 12.10±2.18 9.80±3.81 ＜.001
QOL 尺度

生活活動力（0–5 点) 4.94±0.24 4.67±0.81 ＜.001
健康度満足度（0–4 点) 3.71±0.69 3.20±1.15 ＜.001
人的サポート満足度（0–4 点) 3.99±0.12 3.91±0.39 ＜.001
経済的ゆとり満足度（0–2 点) 1.71±0.57 1.62±0.65 .246
精神的健康（0–4 点) 2.77±1.24 2.54±1.30 .146
精神的活力（0–3 点) 2.51±0.53 2.21±0.84 ＜.001

食品摂取数（0–11点) 6.51±1.83 6.25±2.19 .262
外出頻度（0–2 点) 1.99±0.12 1.89±0.35 ＜.001
友人との交流頻度（0–5 点) 4.12±1.13 3.70±1.62 .005
近所との交流頻度（0–5 点) 4.62±0.81 4.57±0.98 .634

* ボランティア参加者と一般高齢者の比較を t 検定により実施
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生活体力（P＜0.001），QOL 尺度の生活活動力

（P＜0.001），健康度満足度（P＜0.001），人的サ

ポート満足度（P＜0.001），精神的活力（P＜

0.001），外出頻度（P＜0.001），友人との交流頻

度（P＝0.005）については，ボランティア群は一

般高齢者に比べて有意に良好であった。一方で，

健康度自己評価（P＝0.040）は一般高齢者の方が

有意に良好であった。

表 3 は，初回調査時から一年後の追跡調査時に

おけるそれぞれの従属変数の変化を低下，維持，

向上の 3 つに分類し，その割合を示している。統

計的検定は，低下と維持・向上に分けて x2 検定

を行った。その結果，日常生活動作に対する自己

効力感（P＝0.004）や，日常生活動作よりも高次

の生活機能を表す老研式活動能力指標の手段的自

立（P＝0.010），知的能動性（P＝0.006）と社会

的役割（P＝0.027）については，一般高齢者に比

べボランティア群において低下する割合が有意に

低かった。一方で QOL に関する項目では，生活

活動力（P＝0.045）と経済的ゆとり満足度（P＝

0.043）において統計的に有意な差が確認された。

社会的変数では，近所との交流頻度（P＝0.012）

において，一般高齢者よりもボランティア群にお

いて低下する者の割合が少なかった。

表 4 では，表 3 において有意（P＜0.05）な関

係が確認された項目それぞれについて，ボランテ

ィア活動の有無と身体・社会的健康および QOL

の変化との関係をロジスティック回帰分析により

明らかにした。なおロジスティック回帰分析で

は，それぞれの分析において基本属性および従属

変数の初期値を制御変数として分析に投入した。

その結果，ボランティア群に比べ一般高齢者

は ， 知 的 能 動 性 （ OR ： 4.51 ， 95 ％ CI ：

1.60–12.74），社会的役割（OR：2.85，95％CI：

1.11–7.27），日常生活動作に対する自己効力感

（OR：4.58，95％CI：1.11–18.88），経済的ゆと

り満足度（OR：2.83，95％CI：1.11–7.21），近

所 と の 交 流 頻 度 （ OR ： 3.62 ， 95 ％ CI ：

1.29–10.16）の項目において有意に低下すること

が示された。

Ⅳ 考 察
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表３ 介護予防推進ボランティアへの参加状況別の身体・社会的健康および QOL 指標の変化の比較

ボランティア参加者
(n＝69)

一般高齢者
(n＝1,207) P-value

低下 維持・向上 低下 維持・向上

健康度自己評価 6.0％ 94.0％
[73.1][20.9]

8.8％ 91.2％
[81.7][ 9.5]

.426

日常生活動作に対する自己効力感 2.9％ 97.1％
[89.9][ 7.2]

15.4％ 84.6％
[73.0][11.6]

.004

老研式活動能力指標

手段的自立 2.9％ 97.1％
[91.3][ 5.8]

13.6％ 86.4％
[72.6][13.8]

.010

知的能動性 5.8％ 94.2％
[84.1][10.1]

18.9％ 81.1％
[57.4][23.7]

.006

社会的役割 7.2％ 92.8％
[87.0][ 5.8]

17.5％ 82.5％
[64.0][18.5]

.027

生活体力 26.1％ 73.9％
[42.0][31.9]

37.5％ 62.5％
[24.5][38.0]

.056

QOL 尺度

生活活動力 4.3％ 95.7％
[92.8][ 2.9]

12.4％ 87.6％
[76.3][11.3]

.045

健康度満足度 17.4％ 82.6％
[73.9][ 8.7]

23.1％ 76.9％
[53.5][23.4]

.271

人的サポート満足度 4.3％ 95.7％
[95.7][ ― ]

5.0％ 95.0％
[90.7][ 4.3]

.807

経済的ゆとり満足度 7.2％ 92.8％
[81.2][11.6]

16.4％ 83.6％
[69.6][13.9]

.043

精神的健康 24.6％ 75.4％
[40.6][34.8]

28.9％ 71.1％
[35.7][35.4]

.451

精神的活力 23.2％ 76.8％
[58.0][18.8]

23.6％ 76.4％
[50.9][25.5]

.934

食品摂取数 27.5％ 72.5％
[20.3][52.2]

31.7％ 68.3％
[20.3][48.0]

.469

外出頻度 2.9％ 97.1％
[95.7][ 1.4]

7.5％ 92.5％
[86.3][ 6.2]

.153

友人との交流頻度 18.8％ 81.2％
[40.6][40.6]

25.2％ 74.8％
[45.3][29.5]

.237

近所との交流頻度 5.8％ 94.2％
[73.9][20.3]

17.3％ 82.7％
[67.1][15.6]

.012

* x2 検定による

* [ ］内は，[維持］[向上］の％を示している。
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平成18年度の介護保険の改訂によって，地域の

元気な高齢者に対して，ボランティア活動への参

加が推奨さている。また，介護予防事業の介護予

防一般高齢者施策においては，地域高齢者の介護

予防事業におけるボランティア活動参加に対する

ポイント制度が2007年度より開始されることにな

った。しかしながら，どのようなボランティア活

動が高齢者自身の介護予防や QOL に影響するの

か，そのエビデンスは少ない。また，平成12年度

より開始されたゴールドプラン21は，高齢者が健

康で生きがいをもって社会参加できることや，住

民相互に支え合う地域社会づくりを勧めることを

基本的な目標の一つとしている。このような目標

に対して，芳賀ら1)が中心として展開している高

齢者の介護予防推進員ボランティアを中心とした

地域全体での介護予防事業は，まさしく高齢者の

「社会参加」や「住民相互に支え合う地域社会づ

くり」を重点としている事業であり，その成果

は，行政の保健福祉施策に反映できるものと考え

られる。しかしながら，介護予防事業におけるボ

ランティア活動がボランティア参加者に与える影

響については，比較対照群を設けていないなど科
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表４ ボランティア活動と身体・社会的健康および QOL の低下との関係

目的変数
未調整 調整済み

P-value
OR 95％CI OR 95％CI

Model 1；
手段的自立 ボランティア参加者 1.00 1.00

一般高齢者 5.18 1.27–21.13 3.91 0.95–16.14 .060
Model 2；

知的能動性 ボランティア参加者 1.00 1.00
一般高齢者 3.79 1.37–10.51 4.51 1.60–12.74 .004

Model 3；
社会的役割 ボランティア参加者 1.00 1.00

一般高齢者 2.72 1.08– 6.83 2.85 1.11– 7.27 .029
Model 4；

日常生活動作に対する自己効力間感 ボランティア参加者 1.00 1.00
一般高齢者 6.00 1.47–24.43 4.58 1.11–18.88 .035

Model 5；
生活活動力 ボランティア参加者 1.00 1.00

一般高齢者 3.11 0.97–10.00 2.24 0.68– 7.31 .183
Model 6；

経済的ゆとり満足度 ボランティア参加者 1.00 1.00
一般高齢者 2.52 1.00– 6.33 2.83 1.11– 7.21 .029

Model 7；
近所との交流頻度 ボランティア参加者 1.00 1.00

一般高齢者 3.41 1.23– 9.45 3.62 1.29–10.16 .015

* Model 1～7 についてそれぞれの目的変数ごとに分析

* 調整変数として，性別，年齢，就学年数，それぞれの目的変数の初回調査時の値を投入
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学的に十分な評価がされていない。よって本研究

の研究成果は，地域の介護予防事業における高齢

者のボランティア活動への参加が参加者自身の介

護予防に結びつくことを初めて確認した研究であ

り，今後の高齢者の保健福祉施策にとって有用な

情報となることが予想される。

ロジスティック回帰分析の結果，日常生活動作

に対する自己効力感，老研式活動能力指標の社会

的役割，知的能動性，経済的ゆとり満足度，近所

との交流頻度について，介護予防推進ボランティ

アに比べ一般高齢者において低下する割合が高い

ことが確認された。知的能動性は，高次の生活機

能を表すものであり，健康に関する記事や番組に

関心を示すことや本や雑誌を読むなどの項目で表

されるような人生に対する前向きな態度や姿勢を

表しており，研修会や定例会時に行われる健康講

話などの影響がこのような結果を反映させたもの

と推測できる。また知的能動性や社会的役割とい

った高次の生活機能は，高齢者の IADL の低下

を予測する因子29)として知られており，高齢者の

ボランティア活動が参加者自身の介護予防に寄与

することが示唆された。

日常生活動作に対する自己効力感は，ボランテ

ィア群においては2.9％の低下，一般高齢者は

15.4％と大きく低下している。その一方で，ボラ

ンティア群に比べて一般高齢者の向上率が高いこ

とが示された。このことは，表 2 でも分かるよう

に，ボランティア群の値はほぼ満点に対し，一般

高齢者はある程度の分散があり，そのため向上率

が高くなったと考えられる。

近所との交流頻度などのソーシャルネットワー

クがボランティア群で維持・向上したことについ

ては，介護予防推進ボランティアの役割に地域住

民を介護予防教室や各行政区でのミニ・ディサー

ビスへの勧誘があり，これらの項目において向上

がみられたと考えられる。また，これらの結果は
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Fried et al21)や藤原ら22)の先行研究からも裏付け

られるものである。つまり，ボランティアに参加

することによりソーシャルネットワークを拡大で

きることが今回の結果から推測できる。また，従

来の研究においては，社会的変数は生命予後との

関連があることが指摘されている30～33)。しかし

ながら，ソーシャルネットワークを拡大するため

の介入方法はこれまでないことが指摘されてお

り34)，世代間交流を中心としたボランティア活

動21,22)と同様に本研究の介入内容がソーシャルネ

ットワークや社会活動性の改善に有用であること

を示唆したものである。

ボランティア活動には有償，無償のボランティ

アがあり，本研究は無償のボランティア活動とし

ている。そのため，経済的ゆとり満足度に関して

一般高齢者の低下率が高い理由には，ボランティ

ア参加者に比べ一般高齢者には後期高齢者の割合

が多いため，経済的なゆとり満足度が低下したの

ではないかと推測されるが，今後さらに検討が必

要と考えられる。

本研究においては，7 か月という短期間の介入

により，ボランティア活動と社会・身体的健康指

標および QOL 指標においてポジティブに作用す

ることが確認された。Fried et al21)による小学生

への読み書き学習サポートを中心とした介入で

も，介入期間が 4～8 か月間にも関わらず，心理

的健康度や身体的活動量，ソーシャルネットワー

クなどの向上が報告されている。また藤原ら22)に

よる 9 か月間におよぶ世代間交流型のボランティ

ア活動が，主観的健康観や社会的サポート・ネッ

トワークを増進することが確認されている。これ

らの結果からも分かるように，高齢者のボランテ

ィア活動は，比較的短期間の介入でも高齢者の健

康にポジティブな影響を与えることが示唆され

た。一方で，ボランティア活動に参加しなかった

一般高齢者は，1 年という短期間にも関わらず，

健康度が低下することが本研究において明らかに

なった。よって，ボランティア不参加者に対する

介入も今後検討していく必要があると考えられる。

本研究は，70～84歳までの高齢者を対象とした

ボランティア介入プログラムである。本研究の介

入プログラムにおける脱落者は，77人中 2 人

（2.6％）であり，その理由は，◯１活動内容が期待

していたほどの内容でなかった，◯２持病の腰椎ヘ

ルニアの手術の為であった。子供への読み書きを

中心としたボランティア活動に関する先行研究に

おける脱落率は，Fried et al21)で2.3％（平均年齢

69歳)21)，藤原らで16.4％（平均年齢68.2歳)22)で

あった。これらのことからも，本研究の介入プロ

グラムは，70歳代前半から後期高齢者においても

比較的活動の参加，継続が可能なプログラムであ

ることがわかる。また，この介入プログラムでは

運動などの活動において怪我などの医療上の問題

が発生しなかったこともプログラムの安全性を示

すものと考えられる。さらに本プログラムでは，

運動を中心としたボランティアプログラムを展開

してきたが，従来のような高額な運動機器を購入

せず，個人で購入可能な運動器具（ゴムバンドな

ど）やタオル34)を用いてきた。このようなことか

らも，本研究のボランティア活動を中心とした介

護予防プログラムは，比較的コストのかからな

く，後期高齢者にも継続して活動できるプログラ

ムであると同時に，安全面も確保されたプログラ

ムであることが示唆された。

以上のように，本研究では高齢者のボランティ

ア活動が参加者自身の生活機能およびソーシャル

ネットワークに影響することを示唆してきた。し

かしながら本研究には研究デザイン上の制約があ

る。それは，ボランティア群とその他一般高齢者

を比較したところである。表 2 で示したとおり，

ボランティア活動に参加する人はそれ以外の一般

高齢者に比べて健康度や QOL が高かったり，他

者との社会関係が充実していることが推測でき

る。そのため，本研究では，多変量解析において

従属変数の初期値を制御変数として投入すること

により，両群の従属変数の初期値の差を統計的に

コントロールした。しかしながら，このような研

究デザインで得られた結果は，ボランティア活動

に参加する人の特性を完全にコントロールできて

いないという限界がある。よって，今後は，地域

特性の似た 2 地区の高齢者からボランティア活動

の希望者を募り，積極的にボランティア養成およ

び継続支援をする介入群と一般的なボランティア

養成のみをするコントロール群を設けることによ

り，ボランティア活動プログラムが心身の健康お

よび QOL にどのように影響するのか検討する必

要があると考えられる。

本研究の結果からも，地域における介護予防事
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業を推進する担い手として今後高齢者のボランテ

ィアへの期待は大きくなると考えられる。その一

方で，いくつかの課題が明らかになった。まず，

第一に従来のボランティア参加者は，一般高齢者

に比べて社会，身体的健康・QOL 指標において

有意に高いことである28)。よって，今後はより多

くの高齢者がボランティア活動に参加できるよ

う，従来ボランティアに参加しないような高齢者

が参加できるボランティア活動プログラムの開発

が必要となる。また，その上で，ボランティア参

加による健康への効果が再現できるのか検証する

必要がある。

第二に，どのような内容で，どの程度のボラン

ティア活動が高齢者の健康や QOL に好影響を与

えるのかを明らかにすることはボランティア活動

プログラムを作成する上で今後さらなる検討が必

要である。米国におけるボランティアに関する縦

断研究の近年の動向として，ボランティアの種

類8,13)や参加団体数10,16,17)，活動時間8～11,16,17)など

により抑うつ，生命予後，ADL，生活満足度，

健康度自己評価などへの影響が異なるのか検討さ

れている。しかしながら，これらの研究は統一し

た見解までに至っていないが，ボランティア活動

の時間が過度に多くなるような場合には，健康度

自己評価9)や QOL10)に対する影響が減少するこ

とが報告されている。しかしこれらの結果は，社

会文化背景の異なる国のものであり，わが国にお

いてその結果をそのまま適用することはできない。

よって今後は，介入型の研究とともに，観察型の

疫学研究により，適当なボランティア活動の時間

や内容を検討していく必要があると考えられる。

Ⅴ 結 論

宮城県の農村部の高齢者を対象にコホート研究

を行い，介護予防推進ボランティア参加者とその

他一般高齢者の社会的・身体的健康指標および

QOL 指標の変化の割合を 1 年間の縦断データに

より比較検討した。その結果，高齢者の介護予防

推進ボランティア活動への参加は，日常生活動作

に対する自己効力感，社会的役割，知的能動性，

経済的ゆとり満足度，および近所との交流頻度の

低下を抑制することが示唆された。

本研究に協力して頂きました米山町住民および米山

町保健福祉課の皆様に深謝いたします。また，論文作

成にあたり貴重な助言を賜りました東北大学教授永富

良一先生に心から感謝申し上げます。

（
受付 2007. 3.28
採用 2007. 9.21)
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Relationships between volunteerism and social-physical health and QOL with
community-dwelling elderly participating in a long-term care prevention programme

Hideki SHIMANUKI *, Haruhiko HONDA2*, Tsunehisa ITO3*, Toshiyuki KASAI2*,
Jinro TAKATO2*, Yuzuru SAKAMOTO4*, Go INUZUKA2, Yuzuki ITO2*,

Naoko ARAYAMA2*, Shouzoh UEKI2*, and Hiroshi HAGA5*

Key words：Community-dwelling Elderly, Volunteer, Long-term care prevention, higher-level function-
al capacity, social network

Objective The aim of this study was to clarify the in‰uence of volunteerism as part of a long-term care
prevention program on social and physical health indicators and QOL, as compared with non-
participation among elderly people.

Methods The baseline survey was conducted in 2003 among elderly people (age, 70–84 years) living in a
rural community in Miyagi Prefecture. We recruited elderly volunteer leaders for long-term care
prevention from among the 1,503 elderly people participating in the baseline survey. Of these, 77
individuals were registered as volunteer leaders. One year later, we conducted a follow-up survey
to clarify the in‰uence of volunteerism. Finally, we analyzed data for 69 volunteer leaders and
1,207 non-leaders, focusing on in‰uences of volunteerism on social and physical health and QOL
using a logistic regression model. State of volunteer activity was treated as a dependent variable,
and social and physical health indicators and QOL indices as independent variables.

Results Non-participating individuals had signiˆcant declines in Intellectual Activity (OR: 4.51, 95％
CI: 1.60–12.74), Social Role (OR: 2.85, 95％CI: 1.11–7.21), Self-e‹cacy for ADL (OR: 4.58,
95％CI: 1.11–18.88), Satisfaction with Economic State (OR: 2.83, 95％CI: 1.11–7.21), and
Contact with Neighbors (OR: 3.62, 95％CI: 1.29–10.16), as compared with volunteers.

Conclusion These results suggest that volunteerism prevents lowering of higher-level functional capacity
and social networking among community-dwelling elderly individuals.
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